                                                                      別添様式１

                                                              平成２２年  月  日      

「農林水産物産地直売所を核とした６次産業化モデル事業」 企画提案書
愛知県知事 神 田 真 秋 殿

                                     住所

                                     事業者名

                                     代表者職氏名                     印

「農林水産物産地直売所を核とした６次産業化モデル事業」の事業を受託したいので、次のとおり企画提案書を提出します。

なお、提案にあたり下記事項について誓約します。

記

＜誓約事項＞

１ 提案者は募集要項に定める応募資格を満たしていること。

２ 募集要項に記載された内容を全て承知の上で提案するものであること。

＜連絡先＞
	所属（部署名）
	

	担当者役職名
	

	担当者氏名
	

	電話
	

	FAX
	

	E-mail
	


１　提案者の概要

	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	　　　人
	うち常時
	　　　人
	うち臨時
	　　　人

	現在の事業内容
	※産地直売所に関することがあれば、必ず記入すること

	委託事業に関連する過去の実績等
	


　※　「緊急雇用創出事業基金」または「平成２２年度ふるさと雇用再生特別基金」を活用して実施する事業を受託または応募している場合は、以下に発注先の都道府県（または市町村）名と事業名を記載してください。
	


２　事業実施体制
（１）本事業に従事する予定の全労働者の数
   　　　　　　　人（　　　　　人）
　　　　※（　　）には、従事する全労働者のうち、新規に雇用・就業する予定の失業者の数を記入してください。
（２）事業に従事する既雇用者について
	項目
	記入欄

	職氏名
	

	経歴
	

	資格等
	


（３）事業に従事する新規雇用者について

ア　募集方法

   　　※公共職業安定所への求人申込み、文書による募集、直接募集等の区別毎に記載してください。
イ　新規に雇用・就業する予定者が失業者であるか否かの確認方法
   　　※雇用契約を締結する期間について記載してください。

     ウ　就業条件

   　　※就業時間、休日等の就業条件を記載してください。
（４）全労働者の事業計画について
	主な事業内容
	実人数

（うち新規）
	雇用・就業期間
	雇用就業
日数

	
	人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日

	
	　人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日

	
	　人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日

	
	　人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日

	
	人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日

	
	人（　　人）
	か月（　月～　月）
	日


（５）作業スケジュールについて
	事業内容
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月

	（例）

セミナー開催
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　事業実施方法・・・（１）～（７）について、Ａ４用紙３枚を限度とし、簡潔にまとめて記載してください。
（１）本事業の基本方針

※本事業を進める上での基本的な考え方やねらい、特に重点を置く点、特徴、アピールポイントなどについて、具体的に記載してください。

（２）セミナー開催方法
※参集方法やテーマ等を具体的に記載してください。

（３）モデル選定方法

　　　　※モデルとなる産地直売所の選定方法について、具体的に記載してください。

（４）新たな販売方法の確立手法とリニューアルイベントの開催方法

　　　※商品開発や売り場環境の改善等を進めていく手法やイベントの開催方法について、具体的に記載してください。

（５）取組成果の発表会の開催方法

　　　※産地直売所全体の活性化のために実施する取組成果発表会の開催方法について、具体的に記載してください。

（６）その他、産地直売所の更なる発展のために効果的と思われる手法
　　　※産地直売所の発展に係る効果的な手法について、具体的に記載してください。
（７）過去に実施した、産地直売所に関する事業の概要と今回の事業での活用方法

　　　　※過去に実施した、産地直売所に関する事業を具体的に記載するとともに、今回の事業での活用方法について記載してください。
５　事業費の積算
　（１）事業委託金額

　　　　金　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む）

　（２）積算内訳
　【記載例】

（単位：円）

	
	見積額
	積算内訳

	人件費
	既雇用
	給　与
	
	日額　　　　　円×　　日・人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	計
	
	

	
	新規雇用
	給　与
	
	日額　　　　　円×　　日・人

	
	
	通勤手当
	
	

	
	
	法定福利厚生費
	
	

	
	
	計
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	物件費


	旅費
	
	

	
	報告書作成費
	
	

	
	報償費
	
	

	
	会場借上げ費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	○○○○
	
	

	
	事務雑費
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	


６　その他

※受託事業の一部を再委託する場合、その事業内容、理由、事業費などを具体的に記載してください。
７　添付資料
※定款、会社パンフレット、決算報告書（直近２ヵ年）、諸規定（委託費対象経費の積算基礎となるもの）、その他、過去に実施した産地直売所に関する事業の実績をまとめたもの。









